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アジアのデルタに関する国際ワークショップ

　3月14日に産総研つくばセンターに

おいて、当研究部門主催、日本学術会

議IGBP専門委員会LOICZ小委員会な

どの後援で、「アジアのデルタ:その展

開と近年の変容（Asian Deltas : their

evolution and recent changes）」が開

催された。

　デルタは今から約7千年前から形成

され始め、それ以降陸域を拡大してき

た。デルタの低平な平野は、世界の約

半分の人口が住むアジアの穀倉地帯で

あり、居住地域であり、多くの生産活

動が営まれている重要な地域である。

　今回のワークショップでは、デルタ

がどのように形成されてきたかと、近

年の人間活動によって生じている問題

に焦点を当てて、日本、タイ、ヴェト

ナム、中国、韓国、ドイツ、米国の研

究者による発表と議論が行われた。デ

ルタの形成には海水面変動が大きな役

割をはたしていること、デルタは沿岸

海洋環境や流域の人間活動によって千

年スケールで変動していること、また

最近数十年間の河川流域の人間活動や

海岸沿岸域の人間活動によって、大き

な変容を示してきていることが報告さ

れた。特に、流域のダム開発によって

ダム貯留池に大量の堆砂が見られ、河

口に達する土砂量が大幅に減少し、沿

岸侵食が引き起こされている可能性が

大きいことが、黄河と紅河から報告さ

れた。長江でも1990年代に入って土砂

供給量は減少してきており、2009年か

ら運用が開始される三峡ダムの建設以

前に、海域への土砂供給が減少してい

る可能性が示された。またチャオプラ

ヤーデルタでは、1970年から1990年

の20年間に、500ｍを超える海岸線の

後退が認められ、地下水の汲み上げに

よる地盤沈下（相対的な海水面の上

昇）やエビ養殖池建設のためのマング

ローブ伐採などが大きな要因であるこ

とが示された。メコンデルタからもマ

ングローブ伐採による影響が述べら

れ、また地下水の塩水化が過去20年間

に進んでいることが報告された。

　以上のように、デルタの変容は、現

在懸念されている地球温暖化に伴う環

境変動よりも変動が速く、その環境保

全のためにも流域と沿岸域を結んだ総

合的な管理体制の確立が急務となって

いる。これらの対処は、将来の環境変

動への適応策にも貢献できることから

重要である。多くの河川が国際河川で

あることを考えると、これらの確立の

ためにも、海岸沿岸域の基礎情報の収

集と共有化が重要になってきている。

　このワークショップに引き続いて、

将来の研究活動に関して発表者による

会議が1日行われた。この中でアジア

のデルタ研究の重要性が討議され、ユ

ネスコと国際地質学連合が推進する国

際地質対比計画（IGCP）に5ヶ年間の

新規計画として米国と日本がリーダー

となり提案することが決められた。

　経済・産業・社会活動を営む地域が

自然現象によって、あるいはそれを契

機として人的・物的被害を被る自然災

害を、可能な限り軽減することは緊急

かつ必要不可欠な課題である。

　1989年の国連総会決議によって提唱

された「国際防災10年」（IDNDR : In-

ternational Decade for Natural Disas-

ter Reduction）は、災害軽減政策の重

要性に関する意識の向上を図り、災害

の調査研究のみならず災害対策計画・

施策に関する情報交換などの国際協調

行動を通じて、全世界、特に被害の多

い発展途上国における人命や財産の損

失、経済的・社会的混乱を可能な限り

軽減しようとするものである。これを

受けて我が国では閣議決定により、

「国際防災の10年推進本部」が国土庁

（当時）に設置され計画の進捗を図っ

た。（21世紀には IDNDRは ISDR :

International Strategy for Disaster

Reductionに発展した。）　

　一方、1992年京都でアジア初の「万

国地質会議」（IGC:International Geo-

logical Congress） が開催され、その開

会式での通産大臣（当時） 挨拶におい

て「自然災害の諸現象に関するデータ

ベースの構築と解明を行い、世界的な

自然災害マップを作成すること」が提

案された。この具体的な提案は多くの

参加者の関心を引き、最終的に工業技

術院地質調査所（当時）がその中核研

究機関として計画進捗に当たることと

なった。本自然災害図計画は、IDNDR

の39の国際デモンストレーション計

画の一つとして認知され、東・東南ア

ジア沿岸・沿海地球科学計画調整委

員会（CCOP）、世界地質図委員会

（CGMW）やUNESCO の国際対比計

　海洋資源環境研究部門　斎藤 文紀

東アジア地質災害図
－アジア東部を対象とした世界で初めての小縮尺広域ハザードマップ －
地球科学情報研究部門 加藤 碵一
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　工業標準部では、産総研の研究成

果を活用してJIS／TRの制定、公表

につなげる標準化事業を進めてい

る。

光触媒材料による大気浄化の研究

　我が国では環境の世紀を目指し

て、大気汚染物質である窒素酸化物

（NOx）、硫黄酸化物（SOx）、粒子状

物質等の排出規制や環境基準の設定

等各種の環境対策が講じられてきて

いる。併せて環境問題を解決する新

技術の開発が必要不可欠とされ、特

に、自動車交通量の多い沿道付近等

の局所的な大気汚染物質の除去技術

が重視されている。

　このため、環境管理研究部門で

は、酸化チタン等の光触媒がNOx等

の汚染物質を酸化除去することを見

出し、太陽光による沿道NOxの除去

技術を確立した。大気浄化用材料に

は、酸化チタンを固定化したフッ素

樹脂シート、セメント硬化体、ゾル

ゲル系塗料等が多くのメーカーによ

り開発されているが、長期安定性と

比表面積の確保がもっとも重要であ

り、光触媒製品の普及にとっては信

頼性のある性能評価が必須である。

光触媒の標準情報(TR)を公表

　酸化チタンをコーティングする等

の光触媒技術は、日本発の新技術で

あり、有害物の分解除去、防汚、抗

菌等の環境浄化機能をもつ光触媒製

品が多数市場に投入されてきてい

る。しかし、この中には光触媒機能

の疑わしい製品も出回り、光触媒の

信用を失墜し、健全な市場形成を危

惧する状況もある。

　このため、産総研では、環境浄化

のニーズに合致した光触媒性能に関

する試験評価方法の標準化として、

大気汚染物質の分解除去性能試験方

法の標準情報化研究を実施した。こ

の研究成果は、標準情報TR Z0018

（光触媒材料－大気浄化性能試験方

法）として、日本工業標準調査会の

審議を経て平成14年1月1日に経済

産業大臣から公表された。　　

　光触媒に関する公的な標準として

は、このTRが世界で初めてのもの

である。今後は、室内空気汚染の原

因とされるホルムアルデヒド、トル

エン等の、揮発性有機化合物（VOC）

の光触媒による分解除去能力の試験

方法を標準化する予定である。

画（IGCP）などとも連携して進められ

た。その結果、図にあるようにそれら

のロゴマーク使用が認められた。筆者

は当初から計画に携わり、国内外の協

力のもとに2002年3月に東アジア地質

災害図を完成し産総研から出版され

た。

　本図は、770万分の1の小縮尺で、ア

ジア東部の大陸から島弧に及ぶ複数国

にわたる広域の地質災害図としては世

界で初めての試みである。2枚のマッ

プと、1枚の凡例（説明含む）および

49ページの英文解説書からなってい

る。本図は、一般向けに表現されたも

ので、本計画進捗に際して収集された

多くの地質災害データ（一部はDB化

済）とGIS化された数値情報および詳

細な説明文等全てのデータを網羅した

専門家向けのCD-ROMは別途準備中

である。

　災害軽減には、地域住民や防災計画

立案者等への啓蒙を様々なレベルで繰

●写真：光触媒の性能試験装置

 ●図：（左）地震や火山などの内因性地質災害を表示
（右）地滑り、海岸浸食などの外因性地質災害を表示

り返し行うことが不可欠であり、本図

がその一助となれば幸いである。

光触媒の標準化研究
成果普及部門　工業標準部

－大気浄化性能試験方法のＴＲを公表－




